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事業承継税制(特例措置)をご検討中の皆様へ 

〜特例承継計画の提出期限が令和８年３月末に迫っています〜 

事業承継税制(特例措置)を使うには「計画提出」が必須です！ 
 中小企業の株式を後継者へ引き継ぐ際、贈与税・相続税の納税を猶予・免除できる事業承継税制(特例措置)は、 
令和 8 年 3 月 31 日（火）までに「特例承継計画」の提出が必要です。この提出がなければ、制度の適用が受けら
れません。 

制度の利用をお考えの方は、年内の準備・提出をご検討ください。 
 

制度概要 
事業承継税制とは、中小企業の経営者が後継者に自社株式などを贈与または相続する際にかかる贈与 

税や相続税の納税を猶予・免除できる制度です。中小企業の円滑な世代交代を支援する目的で設けられて
おり、一定の要件を満たすことで、最大１００％の納税猶予が認められます。特に、「株価が高く、贈与・相続
税負担が大きい」、「後継者が親族でない」、「経営は続けたいが、税負担で企業が維持できなくなる懸念が
ある」といった課題を抱える企業にとって有効です。 
 
   特例措置の要件と期限(令和７年９月時点)                   
要件項目 内容 
対象資産 非上場株式 
税目 贈与税または相続税(１００%猶予・一定の要件における免除可) 
特例承継計画の提出期限 令和 8 年 3 月 31 日 
贈与・相続の実行期限 令和 9 年 12 月 31 日 
承継後の継続条件 8 割以上の雇用維持(緩和あり)・後継者による事業の継続・定期的な報告義務 
雇用維持要件 8 割未達でも支援機関による助言・理由説明があれば猶予継続可 
必要な提出書類 「特例承継計画」に事業計画等を記載し都道府県へ提出 

 

令和 7 年度税制改正のポイント 
⏺後継者の就任要件の緩和…これまで「贈与日前３年以上の役員就任」が必要でしたが、「贈与直前にお

いて役員であること」へ変更されました。この緩和により、制度を活用した承継の敷居が大きく下がりました。 
⏺制度期限の延長はされず、提出期限の変更はございません。 
⏺雇用要件の緩和継続…雇用維持(従業員数 8 割以上)という要件も、やむを得ない事情があれば納税

猶予を継続可能です。 
 
  特例承継計画の提出期限まで残り６か月ほどです。提出後でも、後継者や事業計画等、内容に変更がある場合
には、「変更確認申請書」の提出により内容変更が可能です。制度を使う・使わないにかかわらず、将来の選択肢を
確保する意味でも、まずは計画提出の検討をされてみてはいかがでしょうか。 
 
【参考】 

・国税庁「事業承継税制（法人版・個人版）のあらまし」 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0025004-115-01.pdf 

・中小企業庁「法人版事業承継税制（特例措置）制度概要」 

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/shoukei_enkatsu_zouyo_souzoku.html 

                          ご不明な点ございましたら、各担当者までお気軽にお問合せください。【園田】 
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